
議 案 第 149 号 平成27年度三重県一般会計補正予算（第４号） ※11月30日採決済

議 案 第 150 号 平成27年度三重県一般会計補正予算（第５号）

議 案 第 151 号 平成27年度三重県県債管理特別会計補正予算（第１号）

議 案 第 152 号 平成27年度地方独立行政法人三重県立総合医療センター資金貸付特別会計補正予算（第１号）

議 案 第 153 号 平成27年度三重県母子及び父子並びに寡婦福祉資金貸付事業特別会計補正予算（第１号）

議 案 第 154 号 平成27年度三重県立小児心療センターあすなろ学園事業特別会計補正予算（第１号）

議 案 第 155 号 平成27年度三重県就農施設等資金貸付事業等特別会計補正予算（第１号）

議 案 第 156 号 平成27年度三重県地方卸売市場事業特別会計補正予算（第１号）

議 案 第 157 号 平成27年度三重県林業改善資金貸付事業特別会計補正予算（第１号）

議 案 第 158 号 平成27年度三重県沿岸漁業改善資金貸付事業特別会計補正予算（第１号）

議 案 第 159 号 平成27年度三重県港湾整備事業特別会計補正予算（第１号）

議 案 第 160 号 平成27年度三重県流域下水道事業特別会計補正予算（第２号）

議 案 第 161 号 平成27年度三重県公共用地先行取得事業特別会計補正予算（第１号）

議 案 第 162 号 平成27年度三重県水道事業会計補正予算（第１号）

議 案 第 163 号 平成27年度三重県工業用水道事業会計補正予算（第１号）

議 案 第 164 号 平成27年度三重県電気事業会計補正予算（第２号）

議 案 第 165 号 平成27年度三重県病院事業会計補正予算（第２号）

議 案 第 166 号 三重県行政不服審査会条例案

議 案 第 167 号 行政不服審査法の施行に伴う関係条例の整備に関する条例案

議 案 第 168 号 審査請求に係る提出書類等の写し等の交付手数料条例案

議 案 第 169 号 三重県地方活力向上地域における県税の特例措置に関する条例案

議 案 第 170 号 三重県の事務処理の特例
に関する条例の一部を改
正する条例案

議 案 第 171 号 議会の議員その他非常勤の職員の公務災害補償等に関する条例の一部を改正する条例案

議 案 第 172 号 三重県県税条例等の一部を改正する条例案

議 案 第 173 号 三重県婦人保護施設の設備及び運営に関する基準を定める条例の一部を改正する条例案

議 案 第 174 号 旅館業法施行条例の一部を改正する条例案
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議 案 第 175 号 三重県都市公園条例の一部を改正する条例案

議 案 第 176 号 三重県土地開発基金条例を廃止する条例案

議 案 第 177 号 当せん金付証票の発売について

議 案 第 178 号 農林水産関係建設事業に対する市町の負担について

議 案 第 179 号 工事請負契約について（一般県道湯の山温泉線湯の山大橋（仮称）上部工工事）

議 案 第 180 号 工事請負契約について（北勢沿岸流域下水道（北部処理区）北部浄化センター中央監視制御設備改築工事）

議 案 第 181 号 工事請負契約について（北勢沿岸流域下水道（南部処理区）南部浄化センター第２期建設事業護岸工事（その３））

議 案 第 182 号 工事請負契約について（北勢沿岸流域下水道（南部処理区）南部浄化センター第２期建設事業護岸工事（その４））

議 案 第 183 号 工事請負契約について（特別支援学校東紀州くろしお学園（本校）統合整備校舎棟ほか建築工事）

議 案 第 184 号 工事請負契約の変更について（桑名市源十郎新田事案支障除去対策工事）

議 案 第 185 号 工事請負契約の変更について（一級河川木津川河川改修（松之本井堰下部工）工事）

議 案 第 186 号 工事請負契約の変更について（中勢沿岸流域下水道（志登茂川処理区）志登茂川幹線（第１工区）管渠工事）

議 案 第 187 号 財産の取得について

議 案 第 188 号 三重県人権施策基本方針の変更について

議 案 第 189 号 三重県身体障害者総合福祉センターの指定管理者の指定について

議 案 第 190 号 三重県視覚障害者支援センターの指定管理者の指定について

議 案 第 191 号 みえこどもの城の指定管理者の指定について

議 案 第 192 号 三重県母子・父子福祉センターの指定管理者の指定について

議 案 第 193 号 三重県環境学習情報センターの指定管理者の指定について

議 案 第 194 号 三重県交通安全研修センターの指定管理者の指定について

議 案 第 195 号 三重県民の森の指定管理者の指定について

議 案 第 196 号 三重県上野森林公園の指定管理者の指定について

議 案 第 197 号 三重県営サンアリーナの指定管理者の指定について

議 案 第 198 号 国津財産区議会の議員の公務災害補償等に関する事務の受託を廃止するための協議について

議 案 第 199 号 議会の議員その他非常勤の職員の公務災害補償等に関する事務の受託を廃止するための協議について

議 案 第 200 号 伊勢志摩サミット開催時の対象地域及び対象施設周辺地域の上空における小型無人機の飛行の禁止に関する条例案





平成２７年第２回定例会１１月定例月会議 意見書案一覧表 

 

                            平成２７年１２月 

［意見書案］ 

 

○環境生活農林水産常任委員会提出 

 意見書案第17号  私学助成の充実を求める意見書案 

 

○議員発議 

 意見書案第18号  安全保障関連法案の強行採決に抗議し先の国会で成立した

安全保障関連法の廃止又は再検討を求める意見書案 

 意見書案第19号  伊勢志摩サミットに関わるテロ対策の強化並びに関係機関

相互の協力及び連携強化を求める意見書案 
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意見書案第１７号  

 

私学助成の充実を求める意見書案 

 

 上記提出する。  

 

                     平成２７年１２月１４日  

 

 

         提 出 者  

 

 

環境生活農林水産常任委員長 東     豊  

 



 

 

私学助成の充実を求める意見書案 

 

私立学校は、独自の校風を守りつつ建学の精神に基づく個性豊かで特色

ある教育を行い、教育の振興及び発展に寄与している。 

しかしながら、私立学校に修学する生徒等の保護者にとって、小学校、

中学校及び高等学校における公私間の教育費負担の格差は大きく、とりわけ

入学時納付金が高額であり、私立学校の生徒等は大きな経済的負担を強いら

れているところである。 

また、近年における少子化等の影響もあり、私立学校をめぐる経営環境

は厳しい状況にある。 

  よって、国におかれては、私立学校に修学する生徒等の保護者の経済的負

担の軽減及び私立学校における経営の健全性向上を図るため、私学助成に係

る国庫補助制度を堅持するとともに、経常的経費の助成を更に充実するよう

強く要望する。 

 

以上のとおり、地方自治法第99条の規定により意見書を提出する。 

 

平成  年  月  日 

 

三重県議会議長  中 村  進 一 



 

 

（提 出 先） 

 

衆議院議長 

 

参議院議長 

 

内閣総理大臣 

 

財務大臣 

 

文部科学大臣 



意見書案第１８号  

 

安全保障関連法案の強行採決に抗議し先の国会で成立した安全保

障関連法の廃止又は再検討を求める意見書案 

 

 上記提出する。  

 

                     平成２７年１２月１４日  

 

 

                    提 出 者  

 

 

                       岡 野 恵 美  

 

                       倉 本 崇 弘  

 

                       稲 森 稔 尚  

 

                       北 川 裕 之  

 

                       三 谷 哲 央  

 

 



 

安全保障関連法案の強行採決に抗議し先の国会で成立 

した安全保障関連法の廃止又は再検討を求める意見書案 

 

去る９月 19 日、参議院本会議において安全保障関連法が、十分な国会審

議を経ることなく可決され、成立した。 

安全保障関連法については、国会における審議を通じて、「新三要件」に

基づく自衛隊の出動の要件が曖昧であることが明らかになったほか、後方支

援活動等が武力行使と一体化するおそれがあるなどの懸念が示され、憲法違

反ではないかとの指摘が相次いだ。多くの憲法学者、内閣法制局の長官経験

者、最高裁判所の長官経験者らが、安全保障関連法案は憲法違反であると指

摘したことも、重く受け止められる必要がある。 

世論調査においても、国民の多くが、政府の説明が不十分であるとしてお

り、国会における審議を進める中で、安全保障関連法案に反対であるとの声

が広がったことは、国民の理解が十分に得られていないことを示している。

また、地方公共団体の議会から、安全保障関連法案の慎重な審議を求める意

見書が相次いで提出されていたにもかかわらず、先の国会において、安全保

障関連法が成立したことは極めて遺憾である。 

よって、本県議会は、先の国会における安全保障関連法案の採決に抗議す

るとともに、国においては、早期に国会を召集され、先の国会で成立した安

全保障関連法を廃止又は再検討されるよう強く要望する。 
 

 以上のとおり、地方自治法第99条の規定により意見書を提出する。 
 

平成  年  月  日 
 

三重県議会議長  中 村 進 一 



 

（提 出 先） 

 

衆議院議長 

 

参議院議長 

 

内閣総理大臣 

 

内閣官房長官 

 

外務大臣 

 

防衛大臣 

 



意見書案第１９号  

 

伊勢志摩サミットに関わるテロ対策の強化並びに関係機関相互の

協力及び連携強化を求める意見書案 

 

 上記提出する。  

 

                     平成２７年１２月１４日  

 

 

                    提 出 者  

 

 

                       田 中 祐 治  

 

                       大久保 孝 栄  

 

                       東     豊  

 

                       小 林 正 人  

 

                       青 木 謙 順  

 

                       山 本   勝  



 

伊勢志摩サミットに関わるテロ対策の強化並びに 

関係機関相互の協力及び連携強化を求める意見書案  

 

本県は、伊勢志摩サミットの開催を千載一遇の機会と捉え、安心で安全な

環境の中でサミットを開催し、次世代にサミットの資産を残すこと等を成功

の要因と位置付け、本県の知名度や地域の総合力の向上を目指し、全県的に

取り組んでいるところである。 

そのような中、去る11月 13日、フランスの首都パリ市内とその郊外の複

数箇所において発生した同時多発テロでは、多くの市民が犠牲となった。 

今回のテロは、来年５月にサミットの開催を控える本県にとっても、対岸

の火事ではない極めて憂慮すべき事態である。 

サミットを成功させるには、各国首脳はもとより、県民、来訪者などの全

ての方々の安全が確保されなければならず、本県では、テロ対策に向けた意

識の向上や警備体制の強化などを図っているが、これらの対策に万全を期す

ためには、国をはじめとした関係機関との協力及び連携が不可欠である。 

よって、本県議会は、国において、安心で安全な環境の中でサミットを開

催するため、下記の事項に取り組まれるよう強く要望する。 

 

記 

 

１ 今回のテロを踏まえ、サミットの会場などの重要施設だけでなく、県民

が訪れる集客施設なども含めた安全対策を講ずること。 

２ テロの未然防止に向け、国際社会と更なる協調及び連帯を図るとともに、

これまで以上に警察、海上保安庁、自衛隊など関係機関相互の協力及び連

携強化に取り組むこと。 

 

 以上のとおり、地方自治法第99条の規定により意見書を提出する。 

 

平成  年  月  日 

 

三重県議会議長  中 村 進 一 



 

（提 出 先） 

 

衆議院議長 

 

参議院議長 

 

内閣総理大臣 

 

内閣官房長官 

 

外務大臣 

 

防衛大臣 

 

国家公安委員会委員長 



議 員 派 遣 一 覧 表 

 

１ 三重県手話言語に関する条例検討会に係る県外調査 

（１）派遣目的 

三重県における手話の普及のための施策の推進に関し、条例の制定に向

けた調査を行うため、他県における手話言語条例の制定の経緯及び同条例

に基づく施策の実施状況を調査するとともに、同条例の制定に携わった有

識者、関係団体の意見を聴取する。 

（２）派遣場所  群馬県、東京都、神奈川県及び鳥取県 

（３）派遣期間  平成 28 年１月 20 日から 22 日まで ３日間 

（４）派遣議員  芳野 正英  議員  中瀬古初美  議員 

         山内 道明  議員  岡野 恵美  議員 

         倉本 崇弘  議員  稲森 稔尚  議員 

         小島 智子  議員  田中 祐治  議員 

         大久保孝栄  議員  稲垣 昭義  議員 

         津田 健児  議員  長田 隆尚  議員 

         水谷  隆  議員 

２ 三重県手話言語に関する条例検討会に係る県内調査 

（１）派遣目的 

三重県における手話の普及のための施策の推進に関し、条例の制定に向

けた調査を行うため、三重県立聾学校における手話獲得や手話を活用した

教育等を調査する。 

（２）派遣場所  三重県立聾学校 

（３）派遣期間  平成 28 年２月 16 日 １日間 

（４）派遣議員  芳野 正英  議員  中瀬古初美  議員 

山内 道明  議員  岡野 恵美  議員 

倉本 崇弘  議員  稲森 稔尚  議員 

小島 智子  議員  田中 祐治  議員 

大久保孝栄  議員  稲垣 昭義  議員 

津田 健児  議員  長田 隆尚  議員 

水谷  隆  議員 
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議会運営委員会閉会中 継続調査 申出事件一覧表 
 

１ 議会の運営に関する事項について 

１ 議会関係の条例及び規則等に関する事項について 

１ 議長の諮問に関する事項について 

 

資料５ 



常任委員会閉会中 継続調査 申出事件一覧表 
 

総 務 地 域 連 携 常 任 委 員 会 

１ 行財政の運営について 

１ 地域振興の推進について 

１ スポーツの振興について 

１ 県南部地域の活性化について 

 

戦略企画雇用経済常任委員会 

１ 県政の総合企画調整について 

１ 雇用対策について 

１ エネルギー政策について 

１ 産業振興（農林水産業を除く。）について 

１ 国際交流及び観光の振興について 

１ 会計管理、監査その他行政運営の適正確保について 

 

環境生活農林水産常任委員会 

１ 生活文化行政の推進について 

１ 環境保全の推進について 

１ 廃棄物対策について 

１ 農業の振興対策について 

１ 林業の振興対策について 

１ 水産業の振興対策について 

 

健 康 福 祉 病 院 常 任 委 員 会 

１ 保健衛生行政の推進について 

１ 社会福祉及び社会保障の推進について 

１ 地域医療対策について 

１ 子ども及び青少年の育成について 

１ 病院事業の運営について 

 

防災県土整備企業常任委員会 

１ 危機管理及び防災対策の推進について 

１ 公共土木施設の整備・維持管理について 

１ 都市計画、住宅、その他土木行政の推進について 

１ 公営企業（病院事業を除く。）の運営について 

 

教 育 警 察 常 任 委 員 会 

１ 学校教育の充実について 

１ 社会教育及び文化財保護行政の推進について 

１ 警察の組織及び運営について 

 

予 算 決 算 常 任 委 員 会 

１ 予算、決算等県財政について 



 

１２月２１日の議事予定 
 

開 議 

諸報告   ・付託議案審査報告書並びに請願審査結果報告書の提出について 

      ・意見書案の提出について 

 

日程第１  議案第１５０号から議案第２００号まで 

〔委員長報告、討論、採決〕 

日程第２  請願の件〔討論、採決〕 

日程第３  意見書案第１７号から意見書案第１９号まで 

〔討論、採決〕 

日程第４  常任委員会の調査事項に関する報告の件 

日程第５  議員派遣の件 

日程第６  閉会中の継続調査の件 

閉 会 

      議長あいさつ 

      知事あいさつ 
 

委員長会議 

 

資料６ 



平成２８年 年間議事予定（案）

平成２７年１２月１８日現在

日 １月 ２月 ３月 ４月 ５月 ６月 ７月 ８月 ９月 １０月 １１月 １２月 日

1 金 （元日） 月 火 金 日 水 金 月 木 代表者会議 土 火 分科会（決算） 木 一般質問 1

2 土 火 水 一般質問 土 月 木 土 火 金 日 水 分科会（決算） 金 2

3 日 水 木 追加議案上程 日 火 （憲法記念日） 金 議案上程 日 水 県内調査 土 月
予決（企業会計）
（予決総括質疑）

木 （文化の日） 土 3

4 月 木 代表者会議 金 一般質問 月 水 （みどりの日） 土 月 木 県内調査 日 火
全協（経営方針・
予算調製方針）

金 （委員会予備日） 日 4

5 火 金 土 火 木 （こどもの日） 日 火 県内調査（教育） 金 県内調査 月 県外調査 水 常任委・分科会 土 月 一般質問 5

6 水 土 日 水 金 月 水 県内調査（教育） 土 火 県外調査 木 常任委・分科会 日 火 6

7 木 日 月 予決（予算総括質疑） 木 土 火 木 日 水 県外調査 金 常任委・分科会 月 水 予決（当初要求状況） 7

8 金 月 火 常任委・分科会 金 日 水 議案質疑 金 月 木 議運 土 火 代表者会議 木 予決（当初総括的質疑）

（予決総括質疑）
8

9 土 火 水 常任委・分科会 土 月 代表者会議・議運 木 土 火 金 日 水 金 常任委・分科会 9

10 日 水 木 常任委・分科会 日 火 金 一般質問 日 水 土 月 （体育の日） 木 土 10

11 月 （成人の日） 木 （建国記念の日） 金 月 水 代表者会議 土 月 木 （山の日） 日 火 常任委・分科会 金 日 11

12 火 全協（県民力ビジョン行
動計画・行財政改革） 金 議運 土 火 木 代表者会議 日 火 金 月 水 （常任委員会予備日） 土 月 常任委・分科会 12

13 水 土 日 水 金 代表者会議 月 水 予決（成果レポート） 土 火 木 （委員会等予備日） 日 火 常任委・分科会 13

14 木 日 月 常任委・分科会 木 土 火 一般質問 木 日 水 金 月
予決（採決）
議運

水 常任委・分科会 14

15 金 月 全協（当初予算） 火 (常任委員会予備日） 金 日 水 金 月 木 議案上程 土 火 木 （常任委員会予備日） 15

16 土 火 水 （委員会等予備日） 土 月 役員改選 木 一般質問 土 火 金 日 水 金 （委員会等予備日） 16

17 日 水 木 予決（採決） 日 火 金 （予決総括質疑） 日 水 土 月 代表質問
予決（採決）

木 土 17

18 月 開会 木 議案上程 金 代表者会議・議運 月 水 土 月 （海の日） 木 日 火 代表者会議、議運 金 日 18

19 火 金 議案聴取会 土 火 木 代表者会議 日 火 金 月 （敬老の日） 水 採決・議案上程
予決（一般・特別会計）

土 月 予決（採決） 19

20 水 土 日 水 金 常任委（所管説明） 月 常任委・分科会 水 土 火 木 日 火 代表者会議・議運 20

21 木 日 月 (春分の日） 木 土 火 常任委・分科会 木 日 水 議案質疑 金 月 採決・議案上程 水 閉会（採決） 21

22 金 月 火 採決 金 日 水 常任委・分科会 金 月 木 （秋分の日） 土 火 木 22

23 土 火 水 土 月 常任委（所管説明） 木 常任委・分科会 土 火 県外調査 金 日 水 （勤労感謝の日） 金 （天皇誕生日） 23

24 日 水 木 日 火 常任委（所管説明） 金 （常任委員会予備日） 日 水 県外調査 土 月 木 土 24

25 月 木 代表質問・議案質疑 金 月 水 議運 土 月 県内調査 木 県外調査 日 火 予決（当初予算の考え方） 金 議案質疑 日 25

26 火 金 土 火 木 日 火 県内調査 金 月 一般質問 水 予決（当初予算の考え方） 土 月 26

27 水 土 日 水 金 月 （委員会等予備日） 水 県内調査 土 火 木 日 火 27

28 木 日 月 木 土 火 予決（採決） 木 日 水 一般質問 金 月 水 28

29 金 月 一般質問 火 金 （昭和の日） 日 水 代表者会議・議運 金 月 木 土 火 一般質問 木 29

30 土 水 土 月 木 採決 土 火 金 一般質問 日 水 金 30

31 日 木 追加議案上程・採決 火 特別委(活動計画） 日 水 月 予決（決算総括質疑） 土 31

会期日数 平成２８年定例会 ３３９日

本会議開催日 

議決休会日 

休日休会日 
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